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｢リブ 働生活の質」（QualityofWorkingLife）研究の

現状・問題・課題

“TheQualityofWorkingLife，，Studies：

TheirPresentStates，Problems，andNeededFutureDirections

小川政英

ｊＶｂＵ８ｑｈｉｄｅＯＯｑ〃cＬ

ＴｈｅｐｕｒｐｏｓｅｏＩｔｈｉｓｐａｐｅｒｉｓｔｏｒｅview“TheQualityDfWorkinHLife：ＱＷＵ＆tudies，ａｎｄ
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Towardthisgoal，ａ）de6nitions，ｃｏｍｌ)〔)nEIlts，alldmeasuremel】t，ｂ）spreadpr()cess，ｃ)２
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ｆｏｒｔｈｅｆｕｔｕｒｅＱＷＬｓｔｕｄｉ鴎．

して仏たちの生活を,Niることはもはや不可能に近いとい

えよう。つまワ，労Mill生活の質的|ｲﾘ上が私たちの/'二活の

質をlbI上させるうえで極めて重要な怠味を持っていると

いうことができるのである。

以１１のような理１１１から，本稿ではＱＷＬ研究の現状・

問題をIUIらかにし，今後の課題を考察することを'111ｹと

する，

１．はしめに

近年，いわゆる「生活の質」（QualityOfLife：ＱＯＬ）

の向上の問題が盛んにⅡ！ばれている。経済生活の向｣、に

伴って，我々の生活は今や必要最低限のレベルを越えて

おり，いかにしてその質的な側面を向上させ，かつ，よ

り生存実感のもてる生活を送ることができるか，という

ことが問題とされてきているのである，

ところで，私たちの［1常ｲ|ﾐ活を考えてZjLると，「労'''11｜

'k活の質」(Quality(〕ｆＷ〔)rkil〕ｇLife：ＱＷＬ）が「Z1iiIIIi

の質」（ＱＯＬ）全体の｣|:常に重要な部分になっていると

いうことができる。たとえば，私たちの１１｣の生活時''１１

に占める労働生活の時''１１はかなりの部分になっている

し，また，労働生活の状態は健康や精神'１１『生，余暇iiIi鋤

などIこ対して極めて重要であるということもできよう。

つまり，個々人の生活全体の質的様机は，その部分であ

る労働化活の様態によって強く影響を受ける。それゆ

え，個々人の生活に関する瀬側面の【'１でも，労働生iハと

その質をあらためて取り１１'すことの意義が認められるの

である。災際Ｉｌｌｊ題として，労働生活という部分を抜きに

２．ＱＷＬ研究の現状

2-1．定義・構成要素・測定指標

ＱＷＬという概念が使われだしてからかなりの時''１１が

たつにもかかわらず，未だに各研究者，研究機関の111]に

は，一定の十分に受け入れられた定義，概念の統一，意

見の一致を見ていない。（嶺，1983；小野，1986；，(li橘，

1986；角，1987）その理由としては，

①労働生活の質が文字通り，１町民あるいは労働者の生

活のうち，労働生i門の質的側面を示すのみでなく，これ

を何｣:改鋳すること及びその手段・方策を示しているこ

とがあること。

②他の頬似概念（たとえば労働の人|H1化・産鷲氏二}三主
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これも構成要素と同様に不確定であり，また，本人の主

liM的な意識の問題を扱うため実際に測定はかなり困難な

のが実情である。こうした中で，個々人のＱＷＬの測定

ではなくある集圃のＱＷＬをlI1U定する場合には倉田

（1986）によれば，以下の統計数値を用いて近似的に

ＱＷＬを測定する拭泓もある。①失業率②週あたり労働

時'111③給与（実質）④産業災暫死亡者数（10万人当た

り）⑤労働争議による損失l｣数（万日）⑥仕１１に満足し

ている労働者の比率，である。このようにして見てくる

と，ＱＷＬの構成典素には企業のレベルで操作の可能な

ものとそうでないものとに別れることが分かる。特に，

広義のＱＷＬでは後者の部分がH1対的に大きな割合を

占めているといえよう｡

４６

義）と同一視されたり互換的に用いられたりすることが

多い!）こと。

③ＱＷＬの厳密な定茂の問題以上にいかにして労１，１１生

活の質的な向上を実施するべきかの方に研究の主眼が置

かれていることｃなどが挙げられる。

現在股も一般的にⅢいられている公式的な定茂は，

1981イＩＨにカナダのトロントで行われた「労働生iWiの質

と１９８０年代に関する|国際会議」における公式的見解で

あり，「労働者に対し，現行以上に｢Ｉｒｌ１・責任・樅限を

多く付与するために，それを通じて組織と職務が投計さ

れる極めて多様なプログラム・技法・理論・管jJMスタイ

ルを網羅する広範な表現である｡」

とされている。しかし，このような公式的な定義では

ＱＷＬに対する知見はあまり深まらない｡実践的なレベ

ルでは，ＱＷＬは広狭２つの定義を持つといえる。上に

挙げた定義は社会全体規模の労働''1活の質的向上が主要

な関心小であり，作業現場の象ならず１１丁民としての労働

者の生活諸条件の改善が検討の対象となっているマクロ

的な定義である。

これに対して，企業の経営者，リョ歴技師，経営工学研

究者，行動科学研究者などによって使用されているのが

ＱＷＬのミクロ的定漉である。ここでは，作業現場にお

ける作業様式，作業内容，監督様式などの具体的な労働

のあり方それ自体の人|川化に関心が向けられており，職

務充突・職務拡大・半｢}律的作業災ＩＪＩの形成などの職務

再設計による職務満足の向上を内容としている。

次に，ＱＷＬというときに具体的にこれを意味する構

成要紫を見てみる。小野（1986）による整理を炎ｌに

示すが，これについてもさまざまなものが挙げられてい

る。倉111（1986）によれば諸学者が共通して指摘する

ＱＷＬの構成要素は以下のとおりである。①雇川が保証

されていること②臓場環境が安全で衛生的であること③

賃金が適正で保証されていること④労I1liI生活とそれ以外

の/lﾐilHIiが調和していること⑤社会iI9な満足感をiりる仕事

であること⑥チャレンジングな化lＩであること⑦能力が

開発され，成長の機会があること⑧職場における意思決

定に参加できること。

また，日常の労働の改善のみを'111題とした狭義の

ＱＷＬの構成要素としては，Buchananによって整理さ

れた９項目の職務属性が挙げられる。それらは，①多様

性②Ｍｔ③諸能力の使用④進歩と成長⑤有意味な仕事

(内在的)⑥有意味な仕１１（外在的)⑦相互作用③給果に

ついての知識⑨責任，の９項目である。

ＱＷＬの測定も椰々の指標を用いて行われているが，

2-2．普及過程

ＱＷＬ研究の個別的な事例はすでに19201F代に始ま

っていたとされる。しかし，ＱＷＬの用語かl此界的に通

１１｣し始めるのは1972年にアメリカで開かれた「労働生

活の質に関する国際会議」以降であるとされている。そ

の普及はヨーロッパとアメリカでほぼ同時に行なわれた

が，その性質は若宇異なったものとなっている。

2-2-1．ヨーロッパにおける動向

ヨーロッパのＱＷＬ普及にもっとも熱心に活動した

のがILOである。１９７１年，’１ＩＦ拐総長は賃金が商い職務

においても労働者の間に疎外感や職務不満足が存在する

ことに注意を促し，ＱＷＬ改善の必要性を訴えている。

74～７９年の長期計l11liには「労働の人間化」が含まれてお

り，労働時間の細成・余暇の利)'１．賃金体系の改善・肉

体，非肉体労働者の労働条件のijli和・プライバシーの床

Ｉ漣などを盛り込んだ「主要計1111160」が示された。更に，

７５年の第６０１１１１総会では第１識題として，「労llilをより

人|川的にすること」と題するﾘﾄﾞ務長報告が提１１}され，将

来のiili動に関して決議がなされた。ＩＬＯはこの総会決

磯をさらに発股させて，７６イドの鮒２０１回理JIF会で「国

際労働条件・労働環境改善計111'1」（PIACT）を承認した。

また，ＩＬＯの努力の一環として社会主義因をも含めた

各lId1での，啓蒙のための研究会のUll催が上げられる。た

とえば，７３～７７年にかけてフランス，ポーランド，ソ連

などで国際会議やシンポジウムが開催されている。

ＥＣもＱＷＬの普及に貢献している国際機関の１つ

である。ＥＣは１９７３年に発表した社会行動計凹iの中で，

組承立てラインの作業や単純反復作業は職務満足を与え

る新しい作業方法に取って代わるべきであるという「ベ

ルトコンベア廃1k穴言」をして'１上界の注目を集めた。７４
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表ｌＱＷＬの樅成要素・il(Ｉ定指標

4７

研究者
(研究年）

、

|チャーンズ
｜・デービス

（1975）

ポイスパ
ート

（1977）

ポウディッ
チ・プオーノ

（1982）

レヴィソ

ら
（1984）

ウォル
トン

(1975）

シェパ

ード

(1975）

モートン

（1977）

シーシ

ョア

(1975）

~～

～

成要:擢・
定指標

上司の部下の能力の
言頼と部下の灘iWi

百事の多IiJ(i性

事の挑戦性
「、

Ｌ＿」

見在の仕JHと将来の
よりよい仕ｊｌｌへのつ
正がり

罰尊(心）

○

○ ○○

上事以外の生活の仕
扉の生活への彫懇

○ ○

事が社会へj2t1秋す
程度

○

公正で十分なtlii金・
堰iilll及びその安定

○
○
’
○

冷働のilill皮的llumi

○
’
○

議場に:おける法的平
享(自由）

気味のあるi1j報や結
鳥のフィードバック

○

自律性

参力11.怠忠決定

○
「~、

Ｌ－Ｊ

－－－－Ｉ
○

「、
ＬＪ

勿理的条|'|:を含む作
橲条件

哉場|ﾉ｣での社会的統

○ ○○
ｒ１
Ｌ」

○ ○ ○

成長・学習の機会

仕事のｲj怠味性

力のMi1lI（知微・技
能）

○
’
○
一
○

○ ○

雁)ilの安
定，IMLLl〔

職務満足
・心身の
健康

責任
その他

(小野，1986,ｐ､７０より引１１]）

年には「作染組織・技術進歩および人lll1の助機づけに|則

する欧){I会繊」をWlllliし，「生活作業鰯境改糠欧州財団」

を設立し，その活肋に多くの期待をかけ゛た゜折しも，ス

ウェーデンの代表的な目l1illIlIメーカーであるポルポ社が

1974年７月に新しくカルマーエ場を完成，稼働させた｢：

同工場はコンベアペルトを廃止した「脱ベルトエ場」と

して|比llllの注l]を染めた。しかし，ＥＣは石illlショック

の彫獅もあり予定した活動も消化し切れず，ＩＬＯと協力

してその促進活励をすることになったのである。

このようにヨー'コッペでは，同際機|剛がいち早く

ＱＷＬの'111題に注目し，その啓蒙活１１i1jによって'1上界的な

規樅でＱＷＬを將及したのである。
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2-2-2．アメリカにおける動向

アメリカにおけるＱＷＬの動向を考える際には，その

背景として以下のことを念頭に慨く必要がある。

まず，１９１１イ卜にTaylorによって『科学的管理法の諸

原理』が発表され，いわゆるベルトコンベアシステムが

世界各llilに普及していった。次いで，１９３０年代には

Ｍａｙｏらによる「ホーソソ研究｣2)から労lllill者の社会的

側面に注|Ｉした「人IlllllQ係諭」が腿'】ハされた。そして

195041二代半ばから６(Ｍ｢代にかけて，MaSlow，IIerz・

berg,McGreRor,ＡｒＷｒｉｓに代表される「組織行動論」

が提唱されていた。これは個人のl]己実現欲求の充足，

個人/組織１１標の統合，組織活性化などによる，労働者

観そのものの変革を意味するものであった。

このような背景を元に生起したＱＷＬ研究は１９７０年

代になって本格化した。Davisによれば，以下の３つの

特徴的なできごとが上げられる。

①ＵＣＬＡでのＱＷＬプログラムIjll設～1972年，

Davisが中心となってＵＣＬＡ経営大学院でＱＷＬ改善

の意義などをIﾉl客とする大学初の体系的な識JiLがなされ

た。

②「労働生活の質lこ'1Mする国際会繊」|)'１催～1972年，

ニューヨーク州でＱＷＬに関する初の|}【|際会議が開催

された。この会iii(Iを受けて「労|Nil生iiIiの厩に関する国際

委員会」が組織され，研究促進とlfl際的Ⅲ心の昂揚をも

たらした。

③『アメリカの労働』刊行～1973年，保健教育厚生省

はアップジョン雇用問題研究所に委託した特別研究報告

書，『アメリカの労働』を刊行した。この報告書には，

｢組織行動論」の流れをくんで「職務再設計」（jobrede‐

sign）が提唱されている。これは，職務多様性・自律

性・参加などを増大させるようにその特性を秤設計し，

労働者にとって職務を満足の得られるものにしようとす

る試象であり，１，１i発な議論を引き起こした,：

2-2-3．日本における動向

最後に，ｌ]本での動向について簡単に触れてゑたい。

日本では高度成長期の後半から労働力不足が一般化し，

単調労働者に任意的離職が増Dllしたため，経営者に

ＱＷＬへの関心を,１冊めさせた。しかし石油ショックに

よって任意的離職率が低下すると，研究は下火になって

しまった。

ＱＷＬについてのJI1l諭的・啓蒙的な活動を挙げると，

まず，１９７２年，鳳際会議に出席した武潔信一が会議の要

請を受けて「日本ＱＷＬ委員会」を組織。７５年には『労

働の人間化一始動したＱＷＬ革命』を刊行してＱＷＬ

を広く一般に広めた。また，１１本能率協会も「ＱＷＬリ

サーチセンター」を設立し，『ＱＷＬリサーチリポート』

の刊行や，全lml会談の|)'1催などの活鋤を行った。

しかし，全般的にはＱＷＬ迦勅は低迷しており，この

理１１１としては'1本の仕'|卜と人||Ｉの結合が，欧米の組織改

善で１１桁したものと頬似しているという状況も挙げらｵし

る。

今まで見てきた，ヨーロッパ・アメリカ．１１本におけ

る普及過ｉ1,1をホとめた(>のが災２である。

2-3．基礎理論

ＱＷＬを支える理論には大きく分けて「組織行動論」

と「社会一技術システム論」の２つが挙げられる。

2-3-1．組織行動論

組織行動論は職務満足，労働者の動機づけに注目し，

技術とは無IRI係に労働者のモチベーションを高めるよう

な職務設計を追求する点に特徴がある。これらは本来個

別に研究されたものであるがＱＷＬ研究に大きな影響

を与えた。そのlU発点になったのが前述の１９５０年代の

研究である。「欲求階層説」（Maslow)，「未成熟一成熟理

論」（Argyris)，「Ｘ理論一Ｙ理論」（McGregor)，「職務

満足２要因理論」（Herzberg）などは人間の高次欲求を

想定しているところに特徴がある。これらの知見にした

がって腿１１Ⅱされたのが「職物充実」(jobenrichment)で

ある。これは，達成・承認・資ｲﾓといった動機づけ要因

が充実するように職務の内容を改善することによって，

モチベーションを高め，満足盛を増大させようとするも

のである。

具体的に「職務充実」を実施する方法として考案され

たのが「職務拡大」(jobenlargement）である。「職務拡

大」は，個人が遂行する職扮の範Uiiを拡大し，一貫した

仕事を個人に与えることで動機づけ・職務満足を増大さ

せようとする「水ＷＩり職務拡大」（llorizontaljobeL

largeme11t）と，権限や責任などの管蝿的な部分を拡大

する「垂IIT的職務拡大」（verticaljubEIllargement）の

２つに分けられる。

これらの理臓を，精繊化し体系化したのがHackman

＆Oldhamである。彼らは『アメリカの労働』で提唱

された「職務再設計」の立掛から「職務特性論」（job

caracteristictlleory）を１１{|えた。（図ｌ参照）この理論

では「l職務核特'|」（corejobcaracteristics）として５

つの特性を取り上げている。労働者が３つの「重大な心

理的状態」（criticalpsychologicalstates）になったと

きに初めて労働者の職務満足をi1iめ，ノヒ産性を上げるこ
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表２ＱＷＬＵ[宛の普及期における動向

4９

へ～地域
年度へ

１９１１

１９３０

Ⅱ本アメリカ
⑪

ヨーロツハ

．『科学的管理法の諸原理』

･「ホーソン研究」

･「人間関係」

･「論組織行動論」

・ＵＣＬＡでＱＷＬプログラム

（初の講義）

･「労働生活の質に関する国際
会議」開催（初の国際会議）

･連邦会議公聴会法案提出

･「アメリカの労働」刊行

'９５０－６０

１９７１

・日本ＱＷＬ委員会組織．「主要計画６０」（ILO）1９７２

・フランスで国際会議（ILO）

・ベルトコンベア廃止宣言
（EC）

･Ji1il査プログラム，作業組織
変革決議採択（ILO）

・ポルポ社カルマーエ場
稼働開始（スウェーデン）

・欧州会議開催，財団設立
（EC)）

・ＱＷＬが第一磯雌（ILO）

1973

1９７４

．「労働の人間化一始動し
たＱＷＬ革命』刊

･「ＱＷＬリサーチセンタ
ー」設立

1975

．[IEl際労働条件労lmll環境改善
計画（ILO）

1976

テム」と呼ばれるのである。

社会一技術システム論は，技術と作業内容及び作業組

織との関係をD｣らかにすることにより，「半自1W:的作業

集団｣5）（semi-autonomousworkgroup）の形成が，自

動化された技術のもとでは必然であり，同時に，その形

成を可能にする集団的生産方法が技術的に可能であり，

また，今日の環境条件にもっとも適していることを明ら

かにしたものである。組織行動論は職務特性と労働者の

作業結果を直接的に関係づけることから出発したが，企

業組織の中で労働者の行動を規定している職務内容以外

の諸要凶が明らかにされ，より包括的な労働者の行動モ

デルを形成する場合には，社会一技術システム論で明ら

かにされた諸要因も自らの研究対象の中に入れてこざる

をえなくなる。このような意味では両理論のアブ戸一チ

のレベルでは相互に接近しているということもできよ

う。（奥林，1982）

とができるとしている。また，この過程を調整し，変化

させる要因として，３つの調節要因が仮定されている。

2-3-2．社会一技術システム論3）

組織行吻諭が，どちらかというと作業場面に限定した

ミクロ的な理論であったのに対して，社会一技術システ

ム論は幾分マクロ的な様相を示しているといえよう。

この}111論はロ１９５０年代にイギリスのタピストック人

間関係研究所で開発され，ノルウェーにおける諸実験の

中で理論的に整理されたもので，考え方の基本はTrist

らによる「炭坑実験｣4）によっている，Davisもこれと

似たような考え方を開発して垢り，近:(Fではイギリス，

スカンジナビア，アメリカでの考え方が合流してより統

合的な体系を形成しつつある。

この理論の基本的な考え方は，企業の設備体系によっ

て構成される「技術的システム」と，そこで働く人l1llに

よって構成される「社会的システム」は，一方が他方を

一義的に規定する関係にあるのではなく，これらは相互

に相対的独自性を持っているというものである。したが

って，組織全体の効率を高めるためにば，両者の「岐適

化結合」（joboptimization）を図らなければならないと

いう点にある。(Hackman＆Oldham，1980）この２つ

のシステムの結合に注Ⅱするがゆえに「社会一技術シス

2-4．近年の研究動向

ＱＷＬ研究は岐近再びその研究が行われるようになっ

てきた。この背景には技術革新の展開，労働者の価値

観・欲求の高度化，労働生産性と品質向上への関心の高

まりなどが挙げられる。
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｢１３【mn3FiWi王１ 重大な心理的状態’ 結果

、
→
／
→
→

技能多様性

課業の一貫性

課業の有意幾性

自律性

ﾌｨｰﾄﾞﾍﾟｯｸ

．高い内的仕事

モチベーション

･質のirliし成果

･仕'１１についての高いiilHj足

.低い欠勤桁よび移動

仕事の有意味性の実感

仕事の結果への責任の突感

仕事活動の実際の結果についての知搬

調節要因

･能力と技能

･従業員の成長欲求の強さ

･環境に対する満足度

図１職務特性論モデル

出典：llackman，」.Ｒ、＆Oldham，Ｇ､Ｒ・WorkRedesignMAAddisionWesley，１９８０

ここでは，今まで見てきたＱＷＬ研究の実情をも踏ま

えたうえでＱＷＬ研究の近年の動向について，特に最近

新たに問題とされてきたような研究分野について見てい

きたい。

近年，さかんに取り上げられているのが新技術への対

応の問題である。生産現場におけるＭＥ化を中心とし

た技術雄新の急速な進鵬は職場のシステムの均衡を激変

させるという理由で労使'１１１の大きなlHl題になっている。

ＭＥ化が引き起こすマイナス要因としては，失業をもた

らすという量的な問Mnと，労働をプログラミングなどを

担当する技術者と，オペレーションに限定される作業者

とに二極分解するという質的問題とがある。

量的側面については，１９８５年の労働省の調査によれ

ば省力化効果は大きいが，一方で需要の伸びのため，雇

用も増加している。質的側面については昨機器の濫視・

維持・保守作業が増え，埴筋労働・危険有害作業・単純

反復作業などの減少が見られる。労働の二極分解に関し

ても伊藤（1985）によれば我が国においては必ずしも起

こっていない状況にある。確かに，導入時にはこの傾向

も見られるが，多くの職場では漸次技術者から現場担当

者への技術移転（＝権限委譲）が行われる。その結果，

かえって長期的にはＱＷＬが向lZするということも見

られる。

これらを概観すると，ＭＥ化はMIiかに雇用の質とl洲:に

インパクトを与えてきたが，現状では予想された程合定

的ではないといえる。しかしＭＥｌｉＭｌ柵と人間労I1lillとの

バランスをどう取るかというIiiM9HlLh没計の課題がそのま

ま中心問題となっている。

他にも，ＱＷＬと労使関係のＩＨＩ題，小集団活動との関

係，公務のＱＷＬなどが般近のトレンドとして取り上げ

られている諸問題である。これらにもここで簡単に触れ

てみることにする。

労使関係に関しては，労使のljl体交渉とＱＷＬ運動に

はジレンマがあるといえる。分業を制限するＱＷＬ運動

と生産効率が両立しないこと，団体交渉と労使協議は原

理的に両立不能であること，の２つである。我が国にお

いて，Ｉiii者は商貨金によってｉＩＩｉｌ倣的に保証されている。

後者については参力Ⅱを主とし，交渉を従とする形でうま

く対処してきており，１１本的経営による柔軟な職務構造

が海外からも注Ｉ１されてきている。

Ｑｃサークルに代表される小典1111活動は広く普及して

いる。この活動が従業員側の自主的活動でありつつも経

営側による全員参加の強制を伴う管理的性格を持つため

評価は別れるが，幟勝の技能多様性，アイデンティティ

ー，１４１律性，フィードパヅクなどを高めることでは疑い

がない。したがってＱＷＬ改善に一定の役割を果してい

るということが言えるのである（八幡，1986)。

嶺（1989）によれば，ＱＷＬは一般には民'111産業を中

心にして発展してきたが，カナダにおいては公的部門で

も誠ゑられた゜公獅ではあっても民間産業における業務

と差異のないもの（たとえば統計局lこおけるキーペンチ

ャーの仕事）もある。このような業務においては，ＱＷＬ

的施鏑は実験的に'よｲｱ効なことがｌＭｉｉかめられている。し

かし，これはあくまで実験的，怖例的}こ，このような状

態|こしたわＩナであり，奨際には1iii述の要因などのために

突塊'よ舸雌であるとしている。水してや’随''１１産業にお

Ｉナる業務と異なる一般的な某扮の勘合ばなおさらであ

る。結局，公務におけるＱＷＬは，その必要性は認めら

れ，堤験的には効果が認められたが実際的には実現は難

しいということができよう。そして，実際この拭盈も労



｢労Iili1l生活の質」（QualityofWorkingLife）研究の現状・'11]題・課題 ５１

も多々考えられるのである。何故なら，私たちは企業に

おいて働いている，という局面以外にも各家庭において

生滴しているのであり，地域社会に生きているのであ

り，余暇活動も行っている１人の個人なのである。これ

ら相互の関係は非常に重要かつ復雑であり，労働生活を

考えるうえでもこれらの要因との関係を念頭に腿いてお

く必MHがあろう。つrこり，「トータル・クオリティ・オ

ブ．ワーキング．ライフ」の視点（小野，1987）が必要

になるのである。

また，近年女性の職場進出が盛んである。統計によれ

ば，何らかの形で職をもつ女性は全体の５０％にも及ん

でいる。女性が職場に進出するようになって特に影響を

受けるのが職場と家庭であろうことは容易に予想でき

る。特にllUj題とされるのは子供を持つ母親の育児の問

題，夫婦111]における家ILIJの役fI1lIllld分の問題，転勤・単身

赴任にまつわる諸問題，老親の世話の問題，などであ

る。これらの諸問題は，男女雇用機会均等法に基づいて

総合職の女性が一般化しつつある現在，ますます遮要に

なってくることが予想される。

これらのことを考慮に入れると，今後のＱＷＬの研究

として「職場と家庭のインターフェイス」の問題を取り

あげることが重要になってくると思われる。たとえば，

前}二|の夫婦I喧嘩が，あるいは留守番している子供が気に

なって仕事に集中できない，ということもあろう。つま

り，私たちの労働生活の質は家庭からもさまざまな影響

を受けており，そのことを考慮に入れることはＱＷＬを

研究していく上で111大な意義があると考えられるのであ

る｡

職場と家族の間にどのような関係があるのか，につい

ての諸研究は近年蝋んに行われ始めている。今までの研

究の流れは，大きく

①仕事と家族の間にどのような関係があるのかを調べる

研究

②仕事役割と家族役11{１１の役割間繭藤がどのような影響を

もたらすのかについての研究

③仕事と家族の問題について，実践的にはどのように対

処していったら良いのかに関する研究

に分けることができる。①については，仕事と家族との

|Ｍ１の関係には主に，１）segmentation（相互に無関係)，

2)compensation（補遺的)，３)spillover（流れ込み）の

３つの仮説があるとされており，さまざまな研究がなさ

れている。（たとえば，Kabanoffl980；Staines，1980；

Near,ｃｌＩｑ/､，1980；Lambert，1990など）これまでの研

究からは，調査対象の置かれている状況に依存するもの

便関係との調整がうまく行かずに結崎廃止された。

ＱＷＬの関係するいくつかの最近の''１題領域について

みてきた。近年の傾向としてはＱＷＬという大きな枠組

みではなく，より具体的な個別の１１１１題についての事例研

究が行われ始めている，という特徴が見いだせよう。

３．現状の問題と今後の課題

前述のとおり，近年ＱＷＬ研究は再び活性化してきて

いるといえよう。しかし，現時点においては，世界的な

動向の紹介と整理，ＱＷＬの理念や班,iii面での研究には

いくつかの展開が見られるとはいえ，４１F例の紹介やそれ

以外の広がりは余り多くは見られないのが実情である。

このような状況の下で，今後のＱＷＬ研究の取るべき方

向性についていくつか私見を述ぺたい。

まず初めに，近年ではＱＷＬの定髄やそのlMi成要索そ

のものの研究は余り盛んに行われていないが，ＱＷＬの

測定はしばしば試裂らｵしている。実際ＱＷＬを測定する

ことは研究上重要な意味を持っているといえる。

しかし，これまでの研究では測定のための指標となる

構成要素は探索的なものがほとんどである。つまり，研

究者の側でＱＷＬを体現していると思われる項目を想

定して測定がなされているのである。従って，今後の課

題としては，何らかの理論を取り入れた形でのＱＷＬの

測定が挙げられよう。労働者の諸行動，特に職務満足な

どに関して同じ条件下でも満足の度合いには個人差があ

ることは知られている。これらを説明するような心理学

的，社会心理学的理論を組み込んだ形でＱＷＬの測定

を行うことによってＱＷＬを考えるうえでの新たな活

路が見いだされよう。たとえば，「相対的剥離」の理論

の応用などが労働者の職務満足を考えるうえで極めて示

唆的であろう。人は必,ずしもその|置かれている絶対的な

状況によって満足感，あるいは不満足感を感じるという

わけではなく，他人との比較によって自分が何かを手に

入れたいと感じ，かつ｢１分にはそれを手に入れる資格が

あると感じる時にのみｲ11対的に剥奪感を感じるのであ

る。（Crosby，1984）

次に，近年のＱＷＬ研究で取り上げている内容を見る

と，その大半が狭義のＱＷＬを扱ったものである。日本

においては，これまで見てきたように狭義の（直接の労

働場面における）ＱＷＬは欧米に比べ比較的良く達成さ

れていれ。このような状況では，より広義のＱＷＬの研

究が必須であろう。

実際，私たちの労働生活を考える際に，直接の労MMIの

局面だけに限定していたのでは十分に理解できない局面
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大きな意味を持ってくるであろう。そこで，「夫が家族

よりも仕事を優先させている度合いと家族の満足度との

BM係」を研究することが今後の研究の課題として上がっ

てこもう。その際，夫婦間の性（家族）役割間の一致度

をこの関係に影響を与える要因として考えていく必要が

あろう。何故なら．夫が仕事優先であっても夫姉間に役

lIIll分業の合意があれば不満は生じない，あるいは不満が

'１１対的に小さい（Beutelletaﾉ.，1983)からである。

１１上，ここでは今後のＱＷＬ研究の課題の－側面とし

てｉｌＩ定の問題とＩＩＴ接の労働場１ｍ以外の問題をも取り込

んだ「トータル・クオリティ・オブ・ワーキング・ライ

フ」の視点，特に「仕事と家族のインターフェイスの視

点」が必要となってくることを論じてきた。

どうしたら私たちはより働きがいのある，質的に高

い，そしてよりflR存実感のもてる労働生活を送ることが

できるのか,ということを考えていくことは「生活の

質」全体を高めるためにも今後ますます重要になってこ

よう。ＱＷＬ研究の範囲をいたずらに広げることには問

題もあろうが，11,:接の労働場､i以外にもその範囲を広げ

て多面的に私たちの労働生活を考えていく姿勢が今後よ

り一層必要になってくるであろう。
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の３）を支持する研究例，つまり，仕事の側から家庭の

側への，逆に家庭のⅢ||から仕事の側への流れ込糸の存在

を認める研究例が比絞的多くなっている。（Laml)どrL

1990）

②に関しても，さまざまな研究がなされているが一般

的には上記のようなコンフリクトが存在することは我々

の生活に否定的影響を与えることを示している。例え

ば，Kopelman2/α/・（1983）は仕ﾘﾄと家族の間の役割間

葛藤と家族・生活iiMi足には負の相関があることを示して

おり，ＢｒｏｍｅｔＦ/α/、（1990）は仕'１１と家族のスピルオー

パーが労働者の肉体的，精神的健康状態に負の影響を与

えることを示している。

③に関する研究としては，Hall＆Ｈａｌｌ（1979)，Ｐ()昨

ner（1983）などが挙げられる。これらの研究は主として

夫婦共働き家庭においての仕事と家族をめぐるｌｌＩｌｌｉＥｌに対

しての対処戦略を取り扱ったものである。これらの諸研

究から，夫婦間に人生の設計についての合意とその実行

のための柔軟性があること，すべてを自分で完壁にこな

そうとせずにプライオリティ_の低いものについては他

者に委ねるなどフレキシブルに対処すること，職場側に

仕事と家庭の問題を逓減する施策（たとえば，フレック

スタイム，育児休業制度，一時休職者の再雇用制度，な

ど）が存在すること，などがうまく対処するために必要

であるという知見が得られている。

これらの諸研究は，ほとんどが主にアメリカを'''心と

して行われたのである。我が国においては，この'１１１題さ

主として，一方では夫の側の長時'''１労働，単身赴任，過

労死，などのいわゆる「働きバチ」の問題として，他方

ではりj女腱用機会均等法）育児休業法，女性労働者の増

大などの結果としての就業形態，家族形態の変化の'１１１題

と関係して近年盛んに取り上げられ始めている。これら

の問題はみな私たちの「労働生活の質」に大きくかかわ

ってくる問題であるといえよう。しかし，上記の,満研究

は「犬が家族よりも仕'|i:を優先している度合いそのも

の」（つまり，「働きバチ」であり「企業戦士」である度

合い）が「本人そして婆の満足度」に対してどのような

影響を与えているのかを必ずしもljHIiiiにしていない。け

れども，私たちが他１１Fと家族のⅡI11iMlを考えていく際に

は，この問題つまり，ソ)性側は現在のような１１分たちの

働き刀に対してどのように影響しているのか，それによ

って雌ljliを害していないのか，妻である女性のＩｌｌｌはりⅡ''2

のそういう働き方をどう思っているのか，ということに

ついての実態を詳細に,淵べていく必j塵かあろう。このこ

とが，我々のより質的に豊かな働き方を考えていく｜､で

〈注〉

1）ＱＷＬというル1縞は，イギリス．アメリカの英語圏

ノヒびＩＬＯなどの国際機IHIでもっとも広くⅢIいられ

ている。「労働の人間化」はドイツを始めヨーロッ

パ緒国とＥＣなどの国際機'１Mで，ＱＷＬとほぼ同義

に互換的に使われている。「産業民主主義」という

用語は，このＷと連の運1111jが最初に展開されたスウ

ェーデン・ノルウェーなどの北欧諸国で良く用いら

れるようである。欧米の用舗の相違は，ｲｻﾞｶﾞﾋとなる

ｊｊｌｌ１論，社会的凪士が異なることを反映するもので，

内雰的にも完全に一致しているとは言えない。しか

し一般的には，その背｣i(・領域・ロ標・対策など

に共通性が)Lらｵしるため代杯的仁取I)扱われる。詳

しくは嶺（1983）を参照。

2）アメリカのウエスタン・エレクトリック社のホーソ

ンエ場で1924～３２年にかけて行われた一述の研究

を言う。作業能率・生藤性は物理的環境条件や作業

力法と一雅的に結びつく（,のではなく，人lllllW係・

駐将のあり力・作業者個々人の労働意欲などと密接

ズ[関係があることを明「,力にした。苫fiIjの聴取によ

る意思疎通の'１１１発．インフォーマルグループ，イン

フケーマルリーダーの存化を1！Iらかにしたの１，本実

験の大きなhMLである。

3）社会技術システム論の祥Ｌい内容と展開については

１１慨（1982）に排しい。

4）Ｔｒｉｓｔｒ,が切炭ペロンペアの導入といった採炭の技

術的斐更が炭坑にどのような彬響を及ぼすかを克明
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ihi橋潔１９８６『労働生活の質（ＱＷＬ）に関する行動

科学的分析一職務特性とその１Ｗ連構造」慶應義塾大

学大学院社会学研究科修士論文．

八幡成美１９８６「'1本的職場']､錐団活動の実態とＱＷＬ

的意義」大原社会､U題研究所(編）「労働の人間化」

総合労働研究所ｐI).169-2()2．

に研究したものである｡今El1的な工学」:の配M1〔によ

って導入された技術上の変更は，労liil1者の社会的組

織を切断し，その結果，機械によるせっかくの新し

い体制も効果的ではありえない，という教訓を導い

ている。つまり，公式組織が労lRIilfの欲求を満たす

非公式組織を作ることを不可能にしたのである。一

連の調査から，人I1Hと概械のｷⅡ瓦関係を考慮する－

社会技術システム論がｲ|芒まれたのである。

5）作業者を小集llIにまとめ，一定の範I刑内の職務全体

を担当させるものである。その｢'１では，作業目標や

計画．作業の劉当．必要な統Ｉｌｉｌ１など，広いihiでの自

主管理が集|Ｔｌに任される。
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